
1． はじめに

これまでのネットワーク技術の発展と，それに

関連する情報処理技術の発展は目覚しいものがあ

る．分散処理，ダウンサイジングに始まり，イン

ターネットの隆盛とさらなるコンピュータの性能

向上やネットワークの性能向上，ブロードバンド

環境の普及などの相乗効果により，いたるところ

にコンピュータが遍在する環境と，それらが様々

な種類のネットワークを介して相互に繋がり，連

携する ITの新時代の到来を目前に控えている．

日本ユニシスグループは情報処理におけるネッ

トワーク化の黎明期より深くネットワーク技術に

関与してきており，経験の蓄積と新たなネットワ

ークの研究を継続的に行っている．本稿では，こ

れらの経験や活動からのフィードバックや示唆を

受けながら，ネットワーク技術が企業ネットワー

クや通信事業者のネットワークにどのように広が

り，いかなる影響を与えるかを見てゆく．

本稿の構成は，最初にネットワーク技術の発展

の過程と情報処理技術との関わり合いを振り返

る．次に ITの新時代に向けて，企業ネットワー

クや通信事業者のネットワークに影響を与える可

能性が高い，注目すべきネットワークの要素技術

について論ずる．さらに，ネットワーク技術の組

み合わせや注目されているネットワークアーキテ

クチャについて考察し，最後に，情報処理技術と

ネットワーク技術の高度な利活用が進んだ ITの

新時代，将来像についてネットワーク技術の観点

から議論する．

2． 情報処理技術の変遷とネットワーク技術の進

展

ネットワーク技術の発展の過程と情報処理技術

との関わり合いを振り返るために，図 1でこれま

での情報処理技術とネットワークの発展を概観し

てみる．

まず，1970 年代に情報処理におけるネットワ

ーク化が始まった．電算機室内で閉じていた情報

処理が，通信回線の接続により電算機室の外へ広

がり始めたのである．これにより多数の端末から

大型コンピュータを共同で使用するタイムシェア

リング処理や，電算機センターの外に設置された

現金自動入出金機からオンライン・リアルタイム

処理が可能になった．情報処理におけるネットワ

ーク化のはじまりであった．

1980 年代に入ると，コンピュータのオープン

化とダウンサイジングによる情報処理システムの

大幅なコストパフォーマンスの向上が，副次的に

情報処理システムのネットワーク化を加速させ

た．この時期にはエンドユーザにより近く，利用

ニーズにより近い部門で情報処理を行うという方

法が広く普及したのが特徴である．またコンピュ

ータの処理能力に比べネットワークの性能が相対

的に低かったために，遠隔拠点との通信を量・頻

度共に抑制し，データの分散蓄積を促進する傾向

が強まり，結果的には情報処理の分散化を後押し

したという側面も見られた．

この時期，通信プロトコルの観点からはパケッ

ト交換網によるオンラインネットワーク構築や，

TDM（Time Division Multiplexing：時分割多重）

によるデータ／音声統合ネットワーク構築等の広

域通信網（WAN）を中心とした企業ネットワー

クが広まりを見せ，日本ユニシスにおいても多く

の構築事例（表 1）が蓄積された．

1990 年代に入っても，コンピュータのオープ

ン化・ダウンサイジングと情報処理の分散化傾向

は，PCとインターネットの普及という形をとっ

て加速し続けた．特徴的なのは，それまでの情報

処理技術とネットワーク技術は企業における情報

処理環境での利用に留まっていたのに対し，PC

とインターネットは便利さを原動力に個人レベル

にまで広く普及したことである．このため，企業

の情報処理は企業内に留まることなく，他の企業

や個人，社会全体での利用を見据えて裾野を大き

く広げることとなった．PCやインターネットの

普及に伴い，これらを支える技術（クライアント・

サーバモデル，IPネットワーク技術等）はイン

トラネットの要素技術として企業の情報処理基盤

へ採用され，Webベースのアプリケーションの

普及を後押しすることとなった．

インターネット，イントラネットを支えたネッ
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広がりを見せるネットワーク技術

山 平 哲 也

114（114）



トワーク技術という観点からは，相互接続技術，

特に IPネットワーク技術の進展と普及，LAN技

術の普及（Ethernet, FDDI, ATM LAN等），各

種ネットワークにおける性能の大幅な向上（アク

セスネットワークの速度向上，インターネットバ

ックボーンの帯域拡大等），通信事業者によるネ

ットワークサービスの拡充・充実などが挙げられ

る．この時期には，通信事業者の基盤や提供サー

ビスについても，まずはネットワークの高速化が，

次いで IPネットワークを意識した多様な通信サ

ービスが提供される流れに進展した．企業ネット

ワークにおいては，通信事業者の基盤やサービス

の動向を意識しながら LANと IP ネットワーク

技術を適用した構築事例の増加が続いた（表 1）．

1990 年代後半からの携帯電話の普及は，PCと

インターネットの普及とあわせて，企業の情報処

理環境に影響を与えており，携帯電話や関連する

技術は徐々に企業の情報処理基盤に採用されつつ

ある．

2000 年代に入るにつれて，いわゆるブロード

バンド時代が到来した．個人向けにはCATV事

業者による ISP 事業展開や，ADSLとそれに続

くFTTHへのシフトに見られるような高速アク

セス回線の普及が推し進められた．企業向けの通

信サービスとしては，IP―VPNサービスや広域

LANサービス等の高速なサービスの提供が開始

図 1 情報処理技術とネットワーク技術の推移（1970年代～2000年代）

表 1 代表的なネットワーク構築事例（1970年代～2000年代）
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された．

2000 年代以降を見据えてみると，これまでの

情報処理技術の変遷の特徴の一つであるコンピュ

ータの小型化・高機能化という流れは，次章でも

取り上げる「ムーアの法則」に沿って今後もしば

らくは続くだろうと予測できる．小型化された高

性能・高機能なコンピューティングデバイスが，

家電製品をはじめ，ドアや窓や壁などあらゆる物

に実際に搭載されはじめるだろう．ネットワーク

という観点からは，多様化したコンピューティン

グデバイスを接続するためには様々なネットワー

ク技術が発展するだろう．中でも近年の携帯電話

や無線 LANの普及から無線通信（ワイヤレスネ

ットワーク）技術の進展と利活用に目覚しいもの

があるだろうと予測できる．

3． ネットワーク技術の潮流―ワイヤレスネット

ワーク領域

本章では ITの新時代に向かい行くネットワー

ク技術の展望を得るために，まずはネットワーク

技術の進展を説明する 2つの法則（「ムーアの法

則」，「メトカーフの法則」）を紹介し，続いて注

目すべきネットワーク要素技術として無線通信

（ワイヤレスネットワーク）技術を取り上げて論

ずる．

3．1 ムーアの法則とメトカーフの法則

ネットワーク技術の進展と動向を見るにあた

り，2章でも少し触れた「ムーアの法則」と「メ

トカーフの法則」という二つの「法則」を最初に

紹介する．この二つの法則は，これまでの日本ユ

ニシスグループにおける各種ネットワークの構築

経験や研究活動から，情報通信分野の急激な変化

を端的にあらわすという点において，経験則的に

有効性が高いことが判っている．

まず一つ目の法則は「ムーアの法則」である．

インテル社創業者であるゴードン・ムーア氏が

1965 年に提唱した．この法則は，元来「半導体

の集積密度（または性能向上）は 18～24 ヶ月で

倍増する」と定義されていた．これは 1年半～2

年経つと，同じ性能の半導体が半額で入手可能に

なるということである．現在では解釈が拡張され

て「半導体そのものや半導体を活用した IT関連

製品のコストは毎年 30～40％の割合で価格が下

落していく」（＝同じ価格の IT関連製品は年々，

性能や機能や使いやすさが向上していく）と解釈

されている．

次いで二つ目の法則は「メトカーフの法則」で

ある．イーサネット技術を開発し，スリーコム社

創業者でもあるロバート（ボブ）・メトカーフ氏

が 1995 年に提唱した「ネットワークの価値はノ

ード数の二乗に比例する」，「ネットワークのコス

トはノード数に比例して（直線的に）上昇する」

という法則である．この法則は，ある n人のネ

ットワークにおいては，自分以外の（n―1）人と

のコミュニケーションが可能であり，その時のコ

ミュニケーションの総経路数は n＊（n―1）となる

ため，nが大きければネットワーク全体としての

価値は nの二乗に比例するというものである．

このためネットワークを運営する観点からは，コ

ミュニケーションに価値を見出す場合には参加者

数 nの増加で価値向上が果たせる．また，ある

参加者にとっても，コミュニケーションに価値を

見出す場合には，自分以外の参加者と交流できる

という個人としてのネットワークの価値は n―1

である．nが大きくなればなるほど個人にとって

のネットワークの価値も向上するため，参加者に

とっても自分以外の参加者数 nが増加すること

で享受できる価値は増加することとなる．

このため，「メトカーフの法則」はネットワー

クの運営者と参加者の両方の観点から見て，参加

者数が増加することで得る価値が増加するという

ことができる．

この二つの法則をあわせて考えてみると，ムー

アの法則が意味するのは，IT関連製品はそれ単

体を見た場合，時間が経つにつれて性能や機能，

使いやすさが向上するということである．しかし，

その発展の過程で機能や使いやすさの向上を目的

としてネットワークに接続されると，メトカーフ

の法則が作用し始める．参加者と運営者の両方の

観点からネットワークへの参加数の増加は歓迎さ

れる．このためメトカーフの法則とムーアの法則

は相互作用を起こし，単体としてみた IT関連製

品の性能向上と，ネットワークへの接続により得

られる機能や使いやすさの向上が，連鎖的に加速

することとなる．
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図 2 携帯電話，PHS，ポケベル，携帯 IP接続利用者数の推移（TCAデータ［2］を元に作成）

3．2 携帯電話ネットワークの発展

ムーアの法則とメトカーフの法則が相互作用を

起こし，製品単体の機能向上と，ネットワーク接

続による製品単体およびネットワーク全体の機能

や使いやすさの向上が加速したネットワークの一

例として携帯電話ネットワークが挙げられる．

表 2にあるように，日本の携帯電話サービスは

1979 年に自動車電話としてサービスが開始され，

端末の小型化に伴い 1989 年に携帯電話サービス

が開始された（電話機はレンタル）．図 2は 1988

年以降の携帯電話，PHS，ポケベル，携帯 IP接

続の利用者数の推移だが，携帯電話の加入者数は

1995 年まではさしたる増加量ではなかったもの

の 1996 年から急激に上昇している．これは 1994

年の端末レンタル制から買い取り制への変更，

1996 年の新規加入料の廃止等によって利用者に

とって新規のサービス加入が容易になったためで

ある．このため 1996 年から 2006 年の 10 年間の

年平均成長率は 72％と高い成長率を示している．

表 2 携帯電話の各種サービス開始時期（情報通信白書 平成 17年版［1］，各社Webサイト）

技術動向 （117）117



図 3 利用されている携帯電話の各種機能の有無（情報通信白書 平成 17年版［3］）

携帯電話端末の変遷については，当初は重量が

非常に重いために「自動車」電話だったものが，

使用回路の高集積化，部品の小型化・薄型化，高

密度実装により小型化が図られて，文字通り「携

帯」可能な電話端末となった．そして小型化があ

る程度まで実現された後はWebブラウザ・電子

メール，デジタルカメラ，テレビ放送受信，音楽

プレーヤー，テレビ電話，ICカードなどの高機

能化へシフトすることとなった．

端末の高機能化に伴って，表 2，図 3にもある

ように，携帯電話ネットワークが提供するサービ

スは音声通話サービスのみから，インターネット

アクセス，電子メール，モバイルECサービス，

電子認証サービス，ICチップによる決済サービ

ス，GPSによる位置検出サービス等に広がりを

見せた．

このように携帯電話の発展の過程を見ると，ま

ず移動体通信サービスが始まったことで個人に電

話機が割り当たり，通信が個人に従属する可能性

が生まれた．言い換えるとネットワークに参加可

能なノード数を増加させる素地が固まったのであ

る．

次いで，端末の小型化が進められた．1993 年

には携帯電話のデジタル化が始まり，ムーアの法

則に基づいて端末回路の集積密度向上，部品の小

型化・高機能化が促進された．

そして，料金設定の変化が携帯電話サービスの

利用者数増加の始まりとなった．爆発的な利用者

数の増加を契機として規模の経済性が働き，端末

やデバイスの価格性能比の向上を急激に加速した

であろうことは想像に難くない．

利用者数増加と端末の小型化・高性能化によ

り，携帯電話ネットワークはその規模や性能だけ

ではなく，機能や使いやすさも向上することとな

った．これにより 1990 年代後半からは端末側，

ネットワーク側双方でサービスの多様化（＝機能，

使いやすさの向上）が進んだ．サービスの多様化

にあたっては，これまでネットワークに接続され

ていなかった機能がネットワークに接続され（デ

ジタルカメラ，音楽プレーヤー，ICカード等），

また移動性を有していなかった機能が移動性を持

つこととなった（インターネットアクセス，電子

メール，各種アプリケーション等）．

結果として，携帯電話ネットワークは現在のよ

うな社会インフラ，生活基盤の一角を担う地位を

占めるようになり，ネットワークとしての価値が

向上したと考えられる．

3．3 ワイヤレスネットワーク―新たな要素技

術と標準規格

このように参加者（接続ノード）の増加とそれ

に伴う機能・使いやすさの発展が見られてきた携

帯電話ネットワークであるが，さらなる性能／機

能向上を実現するために，無線通信分野やその周

辺領域において近年さまざまな要素技術が進展

し，標準規格の議論が進められている．
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図 4 UWBの特徴

ワイヤレスネットワークを支える要素技術とし

ては，伝送速度の高速化・高品質化を目指す技術

（UWB, MIMO），電波の利用効率を高める技術

（OFDMA）がある．また，現在議論が進められ

ている標準規格としては，既存の通信方式の高速

化を目指した規格（802. 11n），広域での高速通

信を実現する規格（WiMAX，モバイルWiMAX），

これまでネットワークに接続されていなかった機

器を接続する規格（センサーネットワーク，Zig-

Bee）がある．今後さまざまなネットワークにお

いてサービスの多様化を促す可能性を秘めている

これらの要素技術や標準規格の概要について次に

紹介し，通信事業者ネットワークや企業ネットワ

ークへの影響を論じる．

3．3．1 UWB

UWB（超広帯域無線：Ultra Wide Band）と

は，一般にはその名が表すとおりこれまでの無線

通信技術に比べて極めて広い周波数帯域を使用す

る無線通信方式とされている（図 4）．近距離（～

10 m）での高速通信（数百Mbps）を対象として

いるため，主に室内での利用が想定されている．

その他には消費電力が低い，ノイズ耐性がよい，

位置検出の精度が高いなどの特徴がある．

UWBの実用化については，米インテル社が推

進するWiMedia 方式を基にしたUSBの無線化

方式である「Certified Wireless USB」対応製品

が 2006 年中に市場投入されるのが最初だろう，

と予測されている．無線USBについては他の方

式も同様に市場への参入が予定されており，PC

と周辺機器を接続するUSBの無線化という同一

の目的で複数の技術が提供されることで利用者に

とっては混乱を招く可能性があるとの分析も見ら

れている．

無線USB以外へのUWB技術の展開について

は，UWBの特徴（消費電力が低い，ノイズ耐性

がよい）を生かして，デジタルテレビやDVDプ

レーヤーなどの家庭用映像機器の接続への適用も

進められている．一方でメッシュ・ネットワーク

技術と組み合わせたUWBチップセットを開発し

ているメーカーもある．メッシュ・ネットワーク

技術は，無線で動的に構成されたリンクを伝って

バケツリレー的にデータを送受信することで中継

ネットワークを構築する技術である．UWBチッ

プセットとの組み合わせで，家庭内機器（映像機

器，音響機器など）やポータブルデバイス（ゲー

ム機，音楽プレーヤー，携帯電話，デジタルカメ

ラ）が自動的に認識され，自律的に（メッシュ）

ネットワークを構成するような利用環境の実現を

目指している．

日本国内でのUWBの利用については，総務省

情報通信審議会がUWB使用時の出力許容値案を

取りまとめており，早ければ 2006 年後期には製

品販売が可能になる見通しである．このため，2007

年には初期のUWB適用製品群（PC―周辺機器接

続，家庭用映像機器接続）の提供が開始され，2008

年頃にはメッシュ・ネットワークを構成する利用

環境が登場し，企業のネットワーク環境での利用

方法が検討され始める可能性がある．
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図 6 OFDMと OFDMAの違い

3．3．2 MIMO

MIMO（Multiple Input Multiple Output）は

データの送信・受信に複数のアンテナを使用する

通信技術である．図 5に示されたとおり，複数の

アンテナを使用して空間上で並列伝送すること

で，伝送容量を増大すると共に通信品質を向上さ

せる点が最大の特徴である．

MIMOはアンテナ技術を中心としたシステム

であり，適用可能な領域は多岐に渡る．そのよう

な中で最も早く製品が登場したのは無線 LAN分

野である．規格の標準化を待たずに，超高速無線

LANという触れ込みで幾つかの機器メーカーか

ら 2005 年には独自規格の製品が提供された．標

準規格である IEEE 802.11 n の標準化は 2006 年

末から 2007 年の完了を目標にして検討が進んで

おり，2007 年には相互接続性を確保した製品の

提供が開始されると言われている．

携帯電話ネットワークにおけるMIMOの適用

については，2013～14 年頃に実用化を迎えると

いわれている第 4世代移動通信システムにおいて

採用される見通しであり，技術要件に関して，現

在 ITU等の標準化団体において議論が進められ

ている．

このほかにも，他のデータ通信技術（WiMAX,

UWB等）や放送システムへの適用についても研

究・開発が進められており，MIMOは各種ワイ

ヤレスネットワークの性能向上（伝送容量拡大と

ノイズ耐性の向上）の切り札として非常に注目を

集めている．

3．3．3 OFDMA

OFDMA（直交周波数分割多元接続：Orthogo-

nal Frequency Division Multiple Access）は多

元接続（複数のユーザが無線伝送路を共有して同

時に通信を行なう方法）の一つで，無線 LAN

（802.11 a／g）で使用されているOFDMを応用し

ており（図 6），周波数利用効率の高さに特徴が

ある．

現在の 3 G携帯電話ではCDMA（符号分割多

重接続：Code Division Multiple Access）が使用

されているが，携帯電話に限らず次世代の無線通

信ではOFDMAが多元接続の主流技術となると

いう意見が多い．

図 5 通常のアンテナシステムとMIMOの比較
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図 7 無線 LANの普及率（左：個人の無線 LAN導入率，右：企業の無線 LAN導入率，情報通信白書平成 17年版［4］）

図 8 WiMAX，モバイルWiMAXの利用イメージ

OFMDAの実用化については，後で述べるWi-

MAX，モバイルWiMAX（広域・高速無線デー

タ通信方式：IEEE 802.16―2004, 802.16 e―2005）

で採用されており，対応製品が徐々に市場に投入

されている．

またOFDMAの応用としては，NTTドコモが

次世代 3 G方式の一部として開発中の「VSF―

OFCDM」（可変拡散率直交周波数・符号分割多

重：Variable Spreading Factor―Orthogonal Fre-

quency and Code Division Multiplexing）や，米

QUALCOMM社が IEEE 802.20 ワーキンググル

ープに提案した「QTDD」などがあり，いずれ

も数年以内に周波数あたりのビットレートを向上

させながら，100 Mbps を越える最大データ速度

の実現を狙っている．

3．3．4 超高速無線 LAN（IEEE 802.11 n）

図 7に見られるように IEEE 802.11 a／b／g とし

て規定されたいわゆる無線 LANは PC，ポータ

ブルゲーム機，携帯電話，PDAなどと共に個人，

企業の両方において広く普及している．この無線

LANを高速化する技術標準として 802.11 n の策

定が進められている．

802.11 n は，前述のMIMO技術を中核に現在

の無線 LANの高速化（目標：実効帯域 100 Mbps

以上，最高数百Mbps）が目的であり，2007 年

の標準化完了を目指している．MIMO技術を採

用するメリットは伝送容量拡大とノイズ耐性の向

上（＝伝送品質の向上）といったネットワークの

性能向上であるため，802.11 n はこれまでの企業

や家庭においてデータ通信に使われてきた無線

LAN環境の高速化のみならず，デジタルテレビ

やDVDプレーヤーなどの家庭用映像機器の接続

への適用の検討も進められている．

3．3．5 WiMAX，モバイルWiMAX

無線 LANは免許不要な周波数帯域を利用する

ために伝送距離が短く，主に家庭内やオフィス内

での利用に限定されるが，通信事業者が提供する

データ通信サービスをターゲットとしたネットワ

ーク技術としてWiMAX（IEEE 802.16 a／d），モ

バイルWiMAX（IEEE 802.16 e）の普及が進め

られている（図 8）．
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図 9 センサーネットワークを利用したアプリケーション（総務省研究会資料［5］より）

WiMAXは，インターネットアクセスにおけ

るDSLの無線版という位置づけで，2001～2004

年にかけていくつかの規格が標準化され，主に諸

外国の郊外エリアや発展途上地域で導入・利用さ

れてきた．

モバイルWiMAX（IEEE 802.16 e）規格は，

モバイル環境での利用を念頭において 2005 年末

に標準化が完了した．このモバイルWiMAXは

現在の携帯電話と PHSの中間程度の 100 km／h

程度での移動を伴う環境で利用可能なことから，

対象とする環境は，郊外エリアや発展途上地域よ

りは，むしろ都市部での高速モバイルデータ通信

であると考えられている．

日本においては総務省が 2006～2007 年に電波

割当を検討している 2.5 GHz 帯においてモバイル

WiMAXが採用される可能性が高いことから，

2007～2008 年頃には数十Mbps 程度での高速な

ワイヤレス・ブロードバンド環境が広域で提供さ

れ，個人だけではなく企業の情報処理基盤の拡大

も期待されている．

3．3．6 センサーネットワークと ZigBee

センサーネットワークは多くのセンサーデバイ

スをネットワークで結び，人やモノの状況，その

周辺環境を認識し，利用者の状況に即した様々な

サービスを実現することを可能にする．応用分野

としては，防犯・セキュリティ，医療・健康，防

災，農産物等の各種生産過程，環境問題など多岐

にわたり，社会の安全・安心，生活における快適

性・ゆとりの向上，生産・業務の効率化等にあま

ねく寄与するものである（図 9）．センサーネッ

トワーク環境が実現することで，これまでネット

ワークに接続されていなかったものが接続され，

今後の情報処理に新しい概念を与え，新たな基盤

技術の一つとなる可能性が秘められている．

センサーネットワークに活用される技術には，

1）外界を認知するためのセンサー自体の技術，2）

センサー同士やセンサーと既存のネットワークを

結ぶネットワーク技術，3）センサーから得られ

た情報を活用するためのミドルウェア／アプリケ

ーションの 3種類の技術がある．1）と 3）は本

論の範疇外であるため，ここでは取り上げないが，

2）の代表的なネットワーク技術として ZigBee

を取り上げる．

ZigBee は低消費電力（単 3乾電池 2本で約 2

年駆動）と低コスト（チップあたり数十円程度）

で数十m程度の伝送距離を実現する無線通信規

格の一つである．IEEEと ZigBee アライアンス

が中心になり規格の策定・普及を行っており，先

に説明したUWB同様にメッシュ・ネットワーク

を自律的に構成・調整することを想定した技術仕
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様である．ゲーム機器・携帯電話などのポータブ

ルデバイスへの応用のほか，低コスト・低電力と

いう特徴から，家電の遠隔制御，ビルオートメー

ション，ファクトリーオートメーションなどの分

野への適用が検討・推進されている．

現時点では ZigBee をメッシュ・ネットワーク

で使用する場合に必要なルーティング・プロトコ

ルや，ルーティング・テーブルの大きさ，接続台

数，遅延時間設定などの詳細など規定されていな

い部分も多いが，Bluetooth より低い製造コスト

が予想され，上記のような防犯・セキュリティ，

医療・健康，防災といった分野においてセンサー

ネットワーク環境の普及を促す可能性の高いネッ

トワーク技術規格である．

4． ブロードバンドとインターネットがもたらし

たもの―NGN, P 2 P, Web 2.0―

前章では企業の情報処理環境に影響を及ぼすネ

ットワーク技術の観点からワイヤレスネットワー

クの要素技術を論じたが，本章ではアーキテクチ

ャ，サービスの観点から影響を及ぼす可能性があ

る領域の概要を取り上げ，どのような影響を及ぼ

すかを考察する．

1990 年代から 2000 年代にかけてのネットワー

ク分野における大きな変化は，2章で見たとおり

インターネットとブロードバンドの隆盛が挙げら

れる．この 2つの分野の動きが企業の情報処理に

これまで及ぼした影響には，情報処理システムの

さらなるオープン化，企業ネットワークの IP化

の促進，情報処理環境の裾野の広がり（企業内に

留まらず，他の企業や個人，社会全体での利用を

見据えて），アクセスネットワークの高速化によ

る情報処理環境の自由度の向上と通信コストの低

減等が挙げられる．

そしてこの 2つの領域での変化は今後も引き続

き企業の情報処理に影響を与えようとしている．

その影響は，目に見える形として，NGN, P 2 P,

Web 2.0 といういわば「情報通信基盤をどう捉え

るか」というアーキテクチャの変化を示すいくつ

かの潮流として現われてきている．NGNは現在

のインターネットの様々な課題に対しての通信事

業者からの回答であり，P 2 Pはインターネット

の特徴の一つである非中央集権性をアプリケーシ

ョンレベルで実装したものである．Web 2.0 はイ

ンターネットを単なる通信基盤ではなく，データ

やサービスの共有基盤として利用することで，

Webを取り巻く技術・サービスを更に進化させ

ようという動きである．そしていずれもがブロー

ドバンドの普及を前提としている．

本章では，アーキテクチャ的な観点から今後企

業の情報処理に影響を及ぼす可能性がある領域と

してNGN, P 2 P, Web 2.0 の概略をひも解き，次

章にてどのような影響を及ぼすかを考察する．

4．1 NGN

情報通信技術のグローバルな標準化団体である

ITU（International Telecommunication Union：

国際電気通信連合）において近年 IP技術をベー

スとした次世代の通信網として，図 10 で示され

るようなNGN（Next Generation Network）が

検討されている．

NGNの特徴は次のとおりである．

―現在の回線交換網とは異なり，IPやMPLSの

ようなパケット通信技術で構成

―トランスポート機能とサービス機能の分離（ス

トラタムを分離）

―端末による様々な機能（ディレクトリサービス，

認証，位置情報，メディア変換等）の活用

―モバイルアクセスと固定アクセスのシームレス

な連携

―マルチサービス，マルチプロトコル，マルチベ

ンダーな環境

NGNによって提供されるサービスは，現在の

電話サービスだけではなく，VoIP（Voice over IP）

に対応した拡張性の高い音声（電話）サービス，

インターネットへの接続，テレビ電話，オンライ

ンゲーム，IM（インスタント・メッセージング），

プレゼンス機能・位置情報機能等を活用したサー

ビス，データ通信サービス，センサーネットワー

クとの連携等の拡張サービスが検討されている．

また昨今話題に取り上げられることの多い「固

定と移動の融合」（Fixed Mobile Convergence）

についても，電話サービスの場合における番号の

共通化，エンド・ツー・エンドでの品質確保等が

NGNに関連して議論されており，また，携帯電

話規格である 3 GPPで議論されている IMS（IP

Multimedia Subsystem）の固定網への拡張も検

討されている．
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これらのサービスの提供により，NGNは利用

者にとっては現在の電話網が提供する高い信頼

性・高い安心感を維持しながら，電話だけではな

くテレビ会議やストリーミング等を含めた様々な

拡張サービスをリーズナブルな料金で利用可能だ

と言われている．

日本におけるNGNの導入については，総務省

が「2010 年には世界最先端の ICT国家として先

導する」という u―Japan 構想を受け，次世代 IP

ネットワーク早期実現に向けて次世代 IPインフ

ラ研究会（2004 年 2 月～2005 年 6 月）を開催し

た．本研究会からの報告を受けて，総務省の情報

通信審議会において具体的な技術課題を検討する

「IPネットワーク設備委員会」や，産学官の関係

者により構成される「次世代 IPネットワーク推

進フォーラム」が 2005 年末に相次いで設立され，

通信事業者の通信基盤への実際の適用が議論され

ている最中である．

NGNの動向は，中長期的に通信事業者の提供

サービスに影響を及ぼし，結果として企業におけ

る情報処理環境へ波及することが想像される．特

に通信事業者のネットワークが単なる通信路では

なく，先に見たような様々な拡張サービスを提供

する基盤となることで，これまで企業内で構築し

てきたシステムを置き換えていく可能性がある．

このため，アクセスネットワークの動向もさるこ

とながら，通信事業者の拡張サービスの展開につ

いて注視しておく必要がある．

4．2 P 2 P

P 2 P は一般には，他のノードと同等の立場（ク

ライアントでもあり，サーバでもある）にあるノ

ードの集合によって形成されるネットワークモデ

ルのことを指す．言い換えると，階層のないフラ

ットなネットワークが形成される究極の分散処理

環境である．

P 2 Pの実際の実装では，処理の一部にクライ

アント・サーバモデルを使用する場合があり，こ

の場合ハイブリッド P 2 Pと呼ばれる．一方すべ

ての処理を P 2 Pモデルで行う場合にはピュア P

2 Pと呼ばれる（図 11）．

P 2 P モデルをファイル交換・共有アプリケー

ションに適用したものにNapster, BitTorrent 等

が，音声通信アプリケーションに適用したものと

して Skype がよく知られている．また，コンテ

ンツ配信基盤に適用したものとしてKontiki，グ

ループウェアとしてGroove がある．

クライアント・サーバモデルとの大きな違いは

P 2 Pが持つ非集中性，非中央集権性である．特

徴としては，1）サーバに集中する負荷を分散す

ることによるスケーラビリティの確保，2）単一

障害点を回避し，高可用性を実現する，というメ

リットが挙げられる．逆にデメリットとしては，

1）処理が分散するために運用・管理が難しい，

2）大規模な実環境に向けたスケーラビリティ，

高可用性等のテストに工夫が必要，等である．

P 2 Pアプリケーションはスケーラビリティを

確保し，高可用性を実現するために下位の通信レ

図 10 NGN概念図
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図 12 P 2 Pネットワークと下位ネットワークのトポロジ分離

イヤへの依存度を極力抑えている．このため，P

2 Pネットワークの制御やトポロジは下位の通信

網（多くの場合はインターネット）の物理的なト

ポロジとは独立していることが多い（図 12）．逆

の見方をすると，現在の物理ネットワークの構成

では P 2 Pネットワークのトラフィックパターン

をつかむことは難しく，制御することが困難なケ

ースが多い．

このような P 2 Pモデルで大規模に利用されて

いるものに音声ベースのコミュニケーションツー

ルである Skype がある．Skype は現時点で常時

数百万以上のユーザが利用する大規模な P 2 Pア

プリケーションである．ソフトウェアとしての

Skype には音質の良さや設定の容易さなどの特

徴があるが，これに加えて，世界中どこでも無料

通話可能というメリットとブロードバンド（常時

接続）環境の整備のタイミングが合致し，短期間

で爆発的な普及を見せた．Skype の急速な普及

を可能にした理由の一つは，P 2 Pモデルの採用

により，短期間で爆発的に利用者数が増大しても

全体としては破綻することが無かったという点に

ある．

また Skype は，小規模ながら企業での利用が

散見される．これらの利用例を見た場合，P 2 P

アプリケーションはクライアント・サーバモデル

と相互補完的な利用が想像される．先にも述べた

が P 2 Pアプリケーションはサーバが不要で，ク

ライアントにソフトウェアをインストールするこ

とで利用環境が構築可能であるため，イニシャル

コストが低く，スケーラビリティを柔軟に確保す

ることが可能である．このため，クライアント・

サーバモデルでは重すぎる，期間限定で密度の高

いコミュニケーションが必要とされる短期プロジ

ェクトや，流動性の高い運営が必要とされる組織

での利用に適している．

先に挙げたように，P 2 Pモデルは究極の分散

処理である．このため過去に直面してこなかった

課題が提示されており，解決方法の研究が必要で

あるが，徐々にそのメリット・デメリットが明ら

かになってきている．高い柔軟性をもった企業の

情報処理環境の実現に向けて，欠点を補いつつも，

これまで見てきたような導入コストの低さと柔軟

な拡張性というメリットを生かせる P 2 Pの適用

領域の検討を開始する時期にさしかかりつつある

といえる．

4．3 Web 2.0

「Web 2.0」という用語は，様々な理解・分析が

図 11 クライアントサーバ，ハイブリッド P 2 P，ピュア P 2 Pの比較

技術動向 （125）125



Flickr, del.icio.us : 
厳密な分類ではなく，
タグ付け 

ブログ： 
パブリッシング
ではなく参加 

BitTorrent : 
進歩的な 
分散ネットワーク 

Gmail, GoogleMaps, 
AJAX : リッチな 
ユーザー経験の提供 

再構成する権利 
＝「一部権利保有」 

利用者が増えるほど 
改善されるソフトウェア 

コンテンツ単位の 
アドレス特定 

プレイ（遊びの要素） 

リッチなユーザー経験 

ユーザーを信頼する 

ユーザー行動の意外性 

データは次世代の 
「インテル・インサイド」 

ハッキングが可能 

ロングテール 

「技術ではなく態度」 

永久にベータ版 

モジュール化とゆるやかな統合 
（コンポーネントとしてのウェブ） 

Wikipedia : 
信頼に立脚した進歩的
なコンテンツ作成 

戦略ポジショニング： 
・プラットフォームとしてのウェブ 

ユーザーポジショニング： 
・情報の自己コントロール 

中核能力（コアコンピタンス）： 
・パッケージソフトウェアではなくサービス 
・参加のアーキテクチャ 
・高い拡張性とコスト効率 
・再構成可能なデータソースとデータの変換 
・単一デバイスの枠を超えたソフトウェア 
・集合知の利用 

PageRank, eBayのユー
ザー評価，Amazonの
レビュー： 
ユーザーによる貢献 

Google Adsense : 
ユーザーセルフサービス
によるロングテールの 
取り込み 

図 13 「Web 2.0」と関連分野の連携［6］

見られるが，平たく言うとWebの様々な領域（技

術，サービス）における進化の総称である（図 13）．

進化が進んでいる領域にはGoogle, del. icio. us で

使用されているデータ検索・分類技術（手法），

Ajax（Asynchronous JavaScript＋XML）に よ

るアプリケーション開発，RSS, ATOM等コンテ

ンツ配信フォーマットによるデータのシンジケー

ション，REST, SOAP等によるアプリケーショ

ン間通信など，Webに関連する技術領域がある

が，それだけではなく，これらの技術要素を利用

したサービスのあり方とその変化までを含めた広

範なコンセプトモデルに対しての呼び名である．

Web 2.0 の本質については，サービス提供者と

して自社が持つデータやサービスを開放し，不特

定多数の人々がその周辺で自由に新しいサービス

を構築できるプラットフォームを用意することが

Web 2.0 の本質である，という指摘がある［7］．サ

ービス提供者はインターネットにWeb 2.0 プラッ

トフォーム（データ，コンテンツ，サービス）を

提供する．分散処理を推し進めた P 2 Pとは異な

り，Web 2.0 は集中型の情報処理に戻っているよ

うに見えるが，旧来の集中処理と異なるのは，デ

ータ，コンテンツ，サービスがプラットフォーム

としてインターネットを介してオープンになって

いることである．そしてユーザはそのプラットフ

ォームをただ使うのではなく，サービス提供者や

他の参加者と一緒にサービスや利用環境を作り上

げ，機能や性能が悪ければ改良し，共有すべき情

報があれば他の参加者と共有する．

このような参加型環境の実現には，データやコ

ンテンツやサービスが開放されたWeb 2.0 プラッ

トフォームが提供されていることはもちろんであ

るが，多数の人々がこの新しいサービス，プラッ

トフォームを手軽に利用できる環境が必要とな

る．例えばクライアント環境としては，このプラ

ットフォームを利用するために必要なものは

Webブラウザであり，専用のクライアントのイ

ンストールは不要である．これにより，端末への

依存度を低下させることが可能である．また，ネ

ットワークの観点からは，安定して快適な通信速

度を実現し（高速化），様々な場所からのアクセ

スが可能（モバイル化）な通信環境により，デー

タやサービスをインターネット上のWeb 2.0 プラ

ットフォームに残したままでも快適に利用可能で

ある．このような通信環境は主に前章でみたワイ

ヤレスネットワーク技術の進展に伴い，徐々に実

現するであろう．このような通信環境の整備によ

って参加者の数は徐々に増加し，結果としてWeb
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2.0 プラットフォームの質と量の向上につながっ

ていく．

現時点ではWeb 2.0 と派生する動きは発展途上

の初期段階にあり，企業の情報処理環境に大きな

影響を与えていない．しかしWeb 2.0 プラットフ

ォームを使用し，情報処理環境を拡大しようとす

る取り組みは徐々に増えつつある．例えば，製品

の作り手と使い手の間で製品情報に関する双方向

のやり取りに使用するケースや，自社の情報サー

ビスにおける機能拡張の一部に取り込んだケー

ス，また新たなマーケティング基盤の一部として

位置づける，などである．さらにはWeb 2.0 プラ

ットフォームから情報の集積・分類・配信の機能

を取り出し，企業内において無形資産であるノウ

ハウや経験，つまり暗黙知の見える化を実現させ，

これらの無形資産の流動性を最適化させよう，と

いう取り組みも現れつつある．

Web 2.0 から派生する技術やサービスはこれま

での基幹システムを置き換えるものでは決してな

いが，企業における次世代の情報処理環境を考え

る場合にこれらの動きの中で起きていることから

目を離してはいけない．

5． 広がりゆくネットワーク技術

本章では，前章まで見てきた様々なネットワー

ク技術の動向とその影響によって起きてきた動き

についてまとめ，今後どのようにネットワーク技

術が広がり行くかを考察する．

本論冒頭で 1970 年代～2000 年代までのネット

ワーク技術の発展の過程と情報処理技術とのかか

わりについて概観した．歴史から判ることは，情

報処理技術，ネットワークのいずれにおいても価

格性能比は向上し続け（ムーアの法則），ネット

ワークに参加するノードは増え続けてきた（メト

カーフの法則）ということである．このムーアの

法則とメトカーフの法則を補助線として携帯電話

ネットワークの発展を振り返り，ネットワークは

どのように発展するかをひも解いた．そこで判明

したのは，ネットワークへの接続数の増加，端末・

デバイスの高機能化・低価格化，ネットワークの

機能・使いやすさの向上というのは連鎖的に作用

する関係にあり，その作用がうまく噛み合った場

合にネットワークの拡大にもたらす効果は非常に

大きい，ということである．

続いて，企業の情報処理環境に変化をもたらす

可能性がある領域として，ワイヤレスネットワー

クの要素技術（UWB, MIMO, OFDMA）や標準

規格（802.11 n, WiMAX，モバイルWiMAX, Zig-

Bee）を取り上げた．これらの技術や規格は，他

のネットワーク技術の例に漏れず，これまでに接

続されていなかったデバイスをネットワークに接

続し，既に接続されている場合にはより高速な，

より高信頼性のネットワークの実現を目指して，

研究や議論が進められている．

また，ブロードバンド，インターネットが企業

の情報処理環境に変化をもたらす可能性がある新

たな潮流としてNGN, P 2 P, Web 2.0 を論じた．

NGNは現在のインターネットの様々な課題に対

しての通信事業者からの回答であり，P 2 Pはイ

ンターネットの特徴の一つである非中央集権性を

アプリケーションレベルで実装した究極の分散処

理基盤，Web 2.0 はインターネットを単なる通信

基盤ではなく，データやサービスの共有基盤とし

て利用することで，Webを取り巻く技術・サー

ビスを更に進化させようという動きである．それ

ぞれは一見ばらばらで脈絡がないように見える

が，いずれをとっても企業の情報処理環境を周辺

領域から変化させる動きであり，その動向と適用

範囲について注視しておく必要がある．

今後も情報処理技術，ネットワークのいずれに

おいても価格性能比は向上し続け（ムーアの法

則），ネットワークは規模・価値ともに増大し続

ける（メトカーフの法則）という流れはしばらく

止むことがないだろう．コンピュータの小型化・

高性能化は引き続き進化を遂げ，新しい種類のネ

ットワークが登場し，既存のネットワークは規模

や機能の拡大を続けていく．

そのような状況では，人だけではなく「モノ」

がネットワークへ接続することで，ネットワーク

への接続ノード数が増加し，ネットワークの規模

と機能の使いやすさを拡大させることになるだろ

うという予測は不自然なものではなくなりつつあ

る．

さらにネットワークの裾野が広がり行くなか

で，セキュリティやサービスレベルを確保するた

めにはNGNのような高機能・高品質なインフラ

が必要とされ，新たな利用モデルの側面において，

データやサービスの共有を進めて利用者のネット
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ワークへの関与を高めるためにWeb 2.0 のような

方法論の必要性も高まってくる．また，ネットワ

ークへ接続する方法としてのワイヤレスネットワ

ーク技術の必要性，有効性は高まり，スケーラビ

リティを確保するという意味において P 2 Pモデ

ルの適用分野が拡大する可能性も否定できない．

結果として 2010 年頃にはこれまでの「コンピ

ュータ」に加えて，超小型のコンピューティング

デバイスが埋め込まれて知能化されたさまざまな

モノが，ワイヤレスに代表されるさまざまなネッ

トワークを介して接続され，いつでも，どこでも，

誰とでも，何とでも連携する ITの新時代が現わ

れ始めるだろうと想像できる．

6． おわりに

本論で取り上げたさまざまな動きがすべて良い

方向に進んでいけば，ネットワークの信頼性や安

全性の向上はもちろん，バラ色の ITの新世代，

絵に描いたようなユビキタス社会が実現するだろ

う．しかし，いずれの動きにおいても，企業や個

人を問わず，利用者が置かれる環境の変化は想像

するより大きくなる可能性がある．情報処理環境

は常に複雑化する可能性を孕んでいるのである．

これらの潜在的な課題を解決するためには，よ

り使いやすい仕組みやインタフェイスを手軽に利

用可能にすることや，利用者の置かれた環境やコ

ンテキストを自動的に知り，利用者の立場に立っ

て機能や使いやすさを自律的に調整する仕組みな

どについて研究が必要と想像しており，これらの

分野への取り組みを深めていく予定である．

今後の課題の解決に当たっては，日本ユニシス

グループでの取り組みのみならず，ユーザの方々

を含めて集合的な知の活用が必要だと考えてい

る．利用者の立場に立って課題を解決しながら，

いつでも，どこでも，誰とでも，ネットワークを

介してあらゆる人・モノが連携して，人と環境に

優しく，安心で快適な新しい世界，ユビキタス社

会を実現していきたいと考えている．

（ユニアデックス株式会社戦略事業グループイノベーションマーケティング部）
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